
 

 

 

 

 

 

 

 

 

Tax Analysis 
 

中国個人所得税改革へ注目—— 

意見募集段階の税法修正草案の

要点解説 
 
 
2018 年 6 月 19 日，「中華人民共和国個人所得税法修正案」（草案）が第十三

回全国人民代表大会常務委員会第三回会議に提出され、個人所得税改革の正式

な幕開けとなった。6月 29 日、上述の草案は一般に対して意見募集のために公

表された1。これまで、広く注目されていた個人所得税法修正案（草案）が公開

されたことによって、一連の注目と検討が相次いで起きている。本税務アナリ

シスは今回公開となった意見募集の税法修正草案に基づき、その要点について

解説を行う。 

 

 

主要な規定の変化 

 

居住者の定義 

 

現行の個人所得税法によると、「居住者」の概念は明確にされておらず、理論

上としては中国国内に住所を有し、または住所を有していないが中国で満一年

居住している個人は居住者扱いされる。このような個人が中国国内と国外より

取得した所得は、関連法律によって中国で個人所得税を納付する義務がある。

その中の「満一年居住している」というのは、一納税年度の中で 365 日中国国

内に居住との意味であり、一時的な出国（即ち一納税年度に一回で 30 日を超え

ない又は累計で 90日を超えない出国）は日数控除されない。 

 

意見募集草案では、「居住者」の概念が明確にされ、住所を有していない個人

に対して採用されるグローバルで通用する「183 日」を基準として、中国の税
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務上の居住者になるかを判断され、住所を有していない個人が中国の税務上の

居住者として扱われる基準が引き下げられた。以下は意見募集ドラフト案にお

いて中国居住者と非居住者の納税義務をまとめた表である。 

 
 定義 納税義務 

 

居住者  中国で住所を有している個人 

 中国で住所を有していないが中国で

満 183 日居住している個人 

中国国内と国外で取

得した所得につい

て、法に基づき、中

国個人所得税の納付

が必要 

非居住者  中国で住所を有していない、また居

住していない個人 

 中国で住所を有していないが、中国

国内での居住が 183 日に満たない個

人 

 

中国国内で取得した

所得について、法に

基づき、中国個人所

得税の納付が必要 

 
所得の分類 

 

現行の個人所得税法では典型的な分離税制を採用されており、当該税制の下で

は、課税所得は 11項目に分けられ、別々に徴税されている。 

 

意見募集草案により、現行の個人所得税法下の一部の課税所得は纏められ、4

種類の労働性所得（例：賃金・給与所得、労務報酬、原稿料、特許使用料）を

総合所得項目として徴税する。 

 

税率とランク 

 

現行の個人所得税法では賃金・給与所得に対して 3％から 45％の７級の超過累

進税率が適用されている。 

 

意見募集草案により、上述の７級の超過累進税率の構成を残し、総合所得の個

人所得税計算に適用される。また、この中の 3級の低い税率（例：3%、10%と

20%）のランクが更に拡大され、中低所得層にとってメリットとなる。 

 

基礎控除額の基準 

 

意見募集草案により、現行賃金・給与所得に対する基礎控除額は引続き総合所

得に適用され、同時に、現行の月 3,500 元の基準が月 5,000 元（年 60,000 元）

に引き上げられる。 

 

それ以外に、意見募集草案はこれまで適用されていた中国国内に住所を有せ

ず、中国国内より賃金・給与所得を取得する納税者義務者、及び中国国内に住

所を有するが、中国国外より賃金・給与所得を取得する納税者義務者に対する

附加控除費用（月 1,300 元）を取り消す。 

 

専門付加控除項目 

 

現行の個人所得税法では、控除項目は主に法定の社会保険などの項目に限られ

ているが、国民待遇の改善のため、意見募集草案には子女教育費、継続教育

費、重大疾病医療費、住宅ローンの利子費用と住宅家賃などの専門付加控除の

項目が導入された。 
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納税申告 

 

調整後の所得分類と税額算出規則に対応し、意見募集草案では新たな納税申告規定が制定され、納税者と源泉徴収

徴収義務者の関連する義務を明確にした。以下において、主な内容を一部記載する。 

 

 納税者識別番号：中国公民身分番号を有す納税者は、中国公民身分番号が納税者識別番号となる。中国公民身

分番号を有さない納税者は、税務機関より納税者識別番号が与えられる。 

 
 課税期間：現行の賃金・給与所得に対する月次税金計算の規定と異なり、意見募集草案では、総合所得に纏め

られた賃金・給与所得に対して、居住者個人が取得した総合所得は年次税金計算し、非居住者個人が取得した

総合所得は月次または回数ごとに税金計算すると規定されている。 

 
 居住者個人の総合所得：居住者個人が取得した総合所得は、源泉徴収と確定申告を組み合わせる徴収方法を採

用する。即ち、源泉徴収義務者を有する場合、源泉徴収義務者が月次また回数ごとに税金の源泉徴収と予納を

し、年度終了後に追加納税または税金還付が必要になる場合、規定に照らして確定申告を行う。確定申告は所

得を取得した翌年の 3月 1 日から 6月 30 日までに行う。 

 

居住者個人が源泉徴収義務者に専門付加控除の情報を提供する場合、源泉徴収義務者は月次で税金の源泉徴収

する際に規定に照らして控除し、それを拒絶してはならない。 

 
 非居住者個人の総合所得：源泉徴収義務者を有する場合、源泉徴収義務者が月次または回数ごとに税金控除

し、確定申告は行わない。源泉徴収義務者は毎月天引きした税金を翌月の 15 日までに国庫に納付し、税務機関

へ納税申告表を提出する必要がある。 
 

国外移住前の税務清算 

 
意見募集草案では、納税者が国外移住のため中国戸籍を抹消する際の中国戸籍抹消前の税務清算処理の規定が追加さ

れた。 

 
多部門協同責任と信用情報システムの設立 

 
税務機関が必要とする納税関連情報の入手を確保するため、意見募集草案では他の政府部門に対する情報提供の協力

義務規定が追加され、公安部、人民銀行、金融監督管理など関連部門は、税務機関に対して、納税者の身分や銀行口

座情報などの確認に協力すべきであり、教育、衛生、医療保障、民生、人力資源社会保障、住宅城町建設、人民銀

行、金融監督管理などの関連部門は、税務機関に対して、納税者の子女教育費、継続教育費、重大疾病医療費、住宅

ローンの利子費用と住宅家賃などの専門付加控除情報の提供に協力すべきであるとされた。 

 

また、社会信用システム構築に対する強い要求に応えるため、意見募集草案では、関連部門が納税者、源泉徴収義務

者の個人所得税法のコンプライアンス状況を信用情報システムに取り入れ、連携したインセンティブと処罰の実施が

規定された。 

 
脱税防止 

 
企業所得税法の関連する脱税防止規定を参照にして、意見募集草案では初めて個人所得税法に脱税防止の規定を取り

入れ、以下の状況において、税務機関は合理的な方法で納税調整を行い、税金と利息を追徴する権限が付与された。 

 個人とその関連者との間の商業上の取引において、独立取引の原則に従わず、その上、正当な理由がない（移

転価格規則） 

 
 居住者個人が支配、或いは居住者個人と居住者企業が共同支配し設立した実際の税負担が明らかに著しく低い

国家（地域）にある企業で、合理的な経営ニーズがなく、居住者個人に帰属すべき利潤が分配されない、或い

は減少される（国外支配法人の租税回避防止規則） 
 

 個人が合理的な商業目的を持たないアレンジにより適当でない税収利益を取得する（一般的租税回避防止規

則）。 

 

発効日時 



 
修正案（草案）はまだ意見募集段階にあるが、関連規定により明らかにされたスケジュールによると、今回公開され

た意見募集草案が順調に可決されれば、早ければ 2019 年 1 月 1 日より施行される可能性がある。さらに、その中の

基礎控除額の基準の引き上げ等の一部の規定の発効時期は 2018 年 10 月 1日に繰り上げられる可能性がある。 

 
デロイトの解説 

 
今回の個人所得税改革は国民福祉に対する関心、社会的公平性の促進、所得格差の調整増加及び管理の強化などの理

念が体現されている。これまでの修正に比べ、今回は単純な基礎控除額の調整ではなく、個人所得税全体の税制と徴

収管理体制の再構築に立脚点を置いており、その影響は広範で深遠なものになることは必至である。 

 
中国籍個人 

 
今回の改革は個人の税金負担を軽減するため、いくつかの措置(基礎控除額の引き上げ、専門付加控除項目の追加、

低い税率の適用ランクの拡大など)が導入され、国民福祉に対する関心が体現されている。その中で、中低所得者層

の税負担が顕著に減少する可能性がある。 

 
現行の年収 12万元以上の個人年度申告制度は、居住者個人の総合所得年度申告制度に切替わることが予測される。

現行の年収 12万元以上の個人年度申告制度の対象者は、年度収入が 12 万元を超える納税者のみに適用され、経営所

得以外の課税所得は月ごとまたは回数ごとで納税し、年度申告する意義は限られている。意見募集草案により、将来

の総合所得年度申告制度は幅広い納税者に適用され、居住者個人の総合所得は年次税金計算に変更され、また多様な

総合所得の収入源も含まれ、専門付加控除項目などの影響で、年度確定申告は更に必要になってくる。従って、将

来、納税者は相応な収入と控除などの各項目の情報収集及び文書データの保存に対して留意すべきであり、年度申告

の記入要求を把握し、または必要に応じて専門家の協力を求めた上で、総合所得の年度申告と確定申告を完了するこ

とになる。 

 

それと同時に、意見募集草案に導入されたいくつかの専門付加控除項目は大量な個人情報に及ぶため、将来、当該制

度がどのように税務徴収管理に効率的に運用されるかは注目である。意見募集草案に多部門協同責任と信用情報シス

テムの構築の規定が明確にされたことから、個人収入と財産情報のシステム構築、多部門の情報データ共用の枠組み

は、我が国の将来の個人所得税徴収管理の重要な推進力になることが予想される。税務申告のコンプライアンス状況

を個人の信用調査記録に組み込む制度構築は、さらに納税者の税法に対する遵守の程度を向上させるであろう。 

 

中国に居住する外国籍個人 

 
現行の実務において、中国国内に勤務している多数の外国籍個人は中国国内に住所を有していない個人と見なされ

る。意見募集草案により、一つの納税年度において中国国内に 183 日を超えて居住する住所を有していない個人は、

中国の税務上の居住者と見なされ、中国で勤務する外国籍個人が中国の税務上の居住者と認定される可能性が高くな

ることで、個人所得税の納税義務に影響を与えることになる。これまで、中国国内に住所が有していない個人は、

「5年ルール」の適用によって、その大部分の中国国外所得は中国個人所得税が免除されているが(即ち、中国国内

に住所が有していない個人が連続 5 年以上中国国内に居住しない場合、条件に満たす中国国外源泉所得は中国個人所

得税の申告納付を免除できる)、将来、当該ルールが取消されるかは現時点で明確にされていない。「5 年ルール」

が取消される場合、中国居住者と見なされる外国籍個人は他の国家の居住者身分を主張することと併せて、租税条約

(適用できる場合)に基づく二重居住者に対する「Tie-breaker rule」を考慮し、租税条約待遇の適用を以って、最終

的な居住者身分を判定することになる。なお、当該外国籍個人が引続き中国の居住者と認定される場合、取得した中

国国内外所得に対しても中国個人所得税を申告納付する必要がある。従って、該当する納税者は新しい税法に基づき

居住者身分を再度レビューし、潜在的な二重課税のリスク及び租税協定の適用問題を慎重に検討する必要がある。 

 
また、意見募集草案では、中国国内に住所が有していない納税者が取得した中国国内賃金給与、及び中国国内に住所

を有している納税者が取得した国外賃金給与に適用する付加控除額(1,300 元/月)を取り消した。この措置には政府

部門が国民待遇原則を実行する意思が体現されている。なお、意見募集草案では、現行の外国籍個人の免税手当(住

宅手当、子女教育費など)が、納税者全体に適用される専門付加控除項目に切替わるか否かは明確にしていない。 

 

雇用主の税関連義務 

 
意見募集草案では、賃金給与が総合所得に纏められた後であっても、居住者個人の総合所得は年次税金計算すること

と、並びに居住民個の年度確定申告手続きの要求が明確にされたが、ここで留意すべき点としては、雇用主に対する



個人所得税の源泉徴収義務が弱まるわけではないことである。居住者個人が取得した賃金給与に対しても、引き続

き、雇用主は月次または回数ごとに個人所得税を源泉徴収する義務を負う。また、意見募集草案では、居住者個人が

源泉徴収義務者に特別追加控除項目に係る情報を提供すれば、源泉徴収義務者は源泉徴収する際に規定通りに控除す

べきであり、拒絶することはできないと規定されている。現時点では、源泉徴収義務者の居住者個人から提供された

特別追加控除項目の情報に関する審査責任は未だ明確にされていないが、この措置は間違いなく源泉徴収義務を実行

する雇用主の責任の複雑さの度合を増加させたことは疑いないことである。 

 
なお、人事管理の観点から見ると、雇用主企業は雇用者が履行する個人の年度総合所得申告をサポートするという挑

戦に直面する可能性がある。多数の国際派遣従業員、現地雇用の外国籍従業員、もしくは中国籍の高級管理人員を有

する企業（特にグローバル企業）にとって、新しい税制下において個人所得税コンプライアンス要求を満たすため

に、従業員に対して追加のサポートの提供が求められる可能性がある。例えば、複雑な年度総合所得申告の完成、納

税人識別番号申請のための初回の税務登録手続きのサポートなどである。従って、企業側は一刻も早く現行制度と内

部プロセスを見直し、上述の業務を支えるための新たな制度とプロセスの構築を検討すべきである。 

 
脱税防止措置 

 
脱税防止条項の導入は今回税法改正案の重要な注目点となっている。現行の個人所得税税法体系は一部の脱税行為を

防ぐための措置が含まれているが（例えば価格が明らかに低いが正当的な理由がない財産譲渡に調整権限がある）、

但しこれは個人所得税法そのものではなく、税収徴収管理法に由来する措置であり、経済環境が益々複雑化している

中で、その措置は現行のままでは力が及ばない状況を避けられない。今回脱税防止条項の追加は、今後金融口座の税

金関連情報の自動交換の実施によって、中国税務機関は個人所得税の徴収管理における脱税防止の能力を向上させ

る。個人所得税の脱税防止措置の具体的な細則は公布待ちであるが、国内及び国際間の投資を有する富裕層は、一刻

も早く自身の税務コンプライアンス情況と関連事業計画の合理性を見直し、税務リスクを低減する必要がある。 

 
 
 
個人所得税修正案の最終計画案は 2018 年年末までに提出される予定で、これからも改革に合わせた連携措置が続々

と登場することが予想される。この背景を踏まえ、企業としても個人としても、個人所得税改革が自身にもたらす影

響を早期に評価し、それに応じて対応されることが望ましい。デロイトは、引き続き関連部署の個人所得税改革の細

則及び関連する措置の進展に注目し、更なる情報を共有させていただきます。 
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